
 
 
 
 

 
 
まもなくです！！ 

７月 1 日から改正育児・介護休業法が全面施行！ 

 
 改正育児・介護休業法は平成 22 年 6 月 30 日から施行されていますが、労働者数

100 人以下の企業については、一部の制度の適用が猶予されていました。  
7 月 1 日からは全ての企業に改正育児・介護休業法が適用されます。  

 
＜7 月 1 日から全面施行となる制度＞ 

○育児のための短時間勤務制度 

 （子が 3 歳まで、1 日 6 時間勤務ができる制度）  

○育児のための所定外労働の制限 （子が 3 歳まで、残業が免除される制度）  

○介護休暇 （家族の介護・世話のための休暇制度（1 日単位）） 

 
＜育児・介護休業法の概要＞ → 裏面をご覧ください。  
 
＜事業主の皆さまへ＞ 

 
○現行法に沿った規定になっているかチェックしてみましょう。（資料 1）  
 
○育児・介護休業等に関する規定例を埼玉労働局ホームページに掲載しています。  

規定整備にご活用ください。（資料 2）  
・Ｗｏｒｄ形式でダウンロード可能。  
・会社の実情に合わせて 4 パターンから選択できます。  
・各種社内様式の例も紹介。  

  
○仕事と家庭の両立支援に取り組む事業主の皆さまを支援するための助成金制度を

ご活用ください。（資料 3）  
  
＜資料＞  
 １ 事業主の皆様 貴社の育児・介護休業等の規定をチェックしてみましょう！ 

２ 育児・介護休業法 規定整備のためのダウンロード方法について  
 ３ 両立支援助成金 均衡待遇・正社員化推進奨励金のご案内  
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育児・介護休業法の概要 

 
 

 
（1）育児休業     原則 1 歳まで、育児のために仕事を休める制度  
（2）短時間勤務制度  （前頁のとおり）  
（3）所定外労働の制限 （前頁のとおり）  
（4）子の看護休暇   小学校就学前までの子の病気や看護等のための休暇制度  
（5）時間外労働の制限 小学校就学までの間、残業時間に一定の制限を設ける制度  
（6）深夜業の制限   小学校就学までの間、深夜（午後 10 時～午前 5 時）の就労を免除される制度  

（7）転勤の配慮    育児期の従業員の転勤に一定の配慮を求める制度  
（8）不利益取扱い禁止 上記制度を利用した労働者への不利益取扱いを禁止  

 
 

 
（1）介護休業     家族 1 人に 93 日まで、介護のために仕事を休める制度  
（2）短時間勤務等の措置 家族 1 人につき 93 日まで、短時間勤務などができる制度  
（3）介護休暇     （前頁のとおり）  
（4）時間外労働の制限 残業時間に一定の制限を設ける制度  
（5）深夜業の制限   深夜（午後 10 時～午前 5 時）の就労を免除される制度  
（6）転勤の配慮    家族の介護をする従業員の転勤に一定の配慮を求める制度  

（7）不利益取扱い禁止 上記制度を利用した労働者への不利益取扱いを禁止  

 

育児のための両立支援制度 

介護のための両立支援制度 



事業主の皆様

○育児関係　

制度

裏面につづく

所
定
外

労
働
免
除

□制度を規定している（例第5条）
□期間雇用者（パート等）も対象としている
□勤続１年未満等の従業員を除外している場合、労使協定を締結している

時
間
外

労
働
制
限

□制度を規定している（例第6条）
□期間雇用者（パート等）も対象としている
□子の養育をすることができる配偶者を有している従業員も対象としている

深
夜
業

制
限

□制度を規定している（例第7条）
□期間雇用者（パート等）も対象としている

育
児
短
時
間
勤
務

の
措
置

□制度を規定している（例第8条）
□3歳に満たない子を持つ従業員を対象にしている
□期間雇用者（パート等）も対象としている
□配偶者が、専業主婦（夫）や育休中等である従業員も取得できる
□1日の所定労働時間を、原則6時間とする定めとなっている
□業務上、短時間勤務の対象としない従業員に対する代替措置を講じている
□勤続１年未満等の従業員を除外している場合、労使協定を締結している

※法の要件を超える内容であれば勿論です。例　3歳未満→6歳未満

育
児
休
業

□制度を規定している
□法の要件を満たす期間雇用者（パート等）も対象としている（例第1条1項但書）
□配偶者が、専業主婦（夫）や育休中等である従業員も取得できる
□パパママ育休プラスを規定している（例第1条3項）
□1歳6ヶ月までの延長を規定している（例第1条4項）
□出生8週以内に育休していた場合、再度育休が可能となっている
□勤続１年未満等の従業員を除外している場合、労使協定を締結している

子
の
看
護

休
暇

□制度を規定している（例第3条１項）
□期間雇用者（パート等）も対象としている
□対象家族が2人の場合、年に10日取得できる内容となっている
□予防接種や健康診断も取得事由としている
□勤続6ヶ月未満等従業員を除外している場合、労使協定を締結している

～貴社の育児・介護休業等の規定をチェックしてみましょう！～

全てチェックがついたらOKです。労働基準監督署に規定を届けましょう！！

☆規定が全くない場合→規定を作りましょう。埼玉労働局ホームページにあります規定例をご
参照下さい。ダウンロード方法は、資料の“育児・介護休業法　規定整備のためのダウンロード
方法について”に記載しています。

☆規定がある場合→以下の制度に関する定めがあるか、チェックを付けてみましょう。

※例第1条とあるのは、埼玉労働局ホームページにあります規定例の、簡易版１から参考条文を引用しています（以下同じ）。



○介護関係

制度

全体・・・次のような定めがあると便利です。

お疲れさまでした。

※法の要件を超える内容であれば勿論です。　例　年10日→年２0日

介
護
休
業

□制度を規定している
□法の要件を満たす期間雇用者（パート等）も対象としている（例第2条1項但書）
□要介護状態ごとの分割取得を認めている（例第2条1項）
□期間を対象家族1人につき93日以上としている（例第2条1項）
□勤続１年未満等の従業員を除外している場合、労使協定を締結している

　　規定例は、埼玉労働局ホームページよりご覧いただけます
　　　　埼玉労働局のホームページ（http://saitama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp）より、
　　　　　次を押下して下さい。
　　　　　　　　　　　　　⇒各種法令・制度・手続
　　　　　　　　　　　　　　⇒両立支援関係
　　　　　　　　　　　　　　　⇒職業生活と家庭生活の両立のために

介
護
休
暇

□制度を規定している（例第4条）
□期間雇用者（パート等）も対象としている
□対象家族が2人の場合、年に10日取得できる内容となっている
□勤続6ヶ月未満等従業員を除外している場合、労使協定を締結している

時
間
外

労
働
制
限

□制度を規定している（例第6条）
□期間雇用者（パート等）も対象としている

深
夜
業

制
限

□制度を規定している（例第7条）
□期間雇用者（パート等）も対象としている

介
護
短
時
間
勤
務

の
措
置

□制度を規定している（例第9条）
□期間雇用者（パート等）も対象としている
□期間を要介護状態ごと、対象家族1人につき、93日以上としている
□勤続１年未満等の従業員を除外している場合、労使協定を締結している

例　第××条　（法令との関係）
「この規則に定めのないことについては、育児・介護休業法その他法令の定めるところによる」







職業生活と家庭生活の両立支援や

パートタイム労働者・有期契約労働者の雇用管理の改善に取り組む

事業主の皆さまへ

●均衡待遇・正社員化推進奨励金

助成金・奨励金の詳細や支給申請については、

埼玉労働局雇用均等室 へお問い合わせください！
〒330-6016 さいたま市中央区新都心11-2 ﾗﾝﾄﾞ・ｱｸｼｽ・ﾀﾜｰ１６階

TEL：０４８－６００－６２１０ FAX：０４８－６００－６２３０

両立支援助成金
均衡待遇・正社員化推進奨励金

●両立支援助成金

 これらの助成金・奨励金の内容は、平成25年度以降に変更の可能性があります。

 申請総額が予算額を超過した場合、支給が次年度以降となる場合があります。

 ここに記載されている事項以外にも詳細な要件が定められています。

◆厚生労働省のホームページ（http://www.mhlw.go.jp）もご覧ください。

【両立支援助成金】
トップページ> 分野別の政策 > 子ども・子育て > 職場における子育て支援 > 事業主の方へ > 事業主の方への給付金のご案内

【均衡待遇・正社員化推進奨励金】
トップページ> 分野別の政策> 雇用・労働 > パート・派遣・有期労働 > パート・派遣・有期の労働者を雇用する事業主の方へ

のご案内

職業生活と家庭生活の両立支援に取り組むとき

たとえばこんな時

○子育てのための短時間勤務制度の利用者がでた ▶ ①

○育休代替要員を雇い、休業者が原職復帰した ▶ ②

○円滑な職場復帰のための研修を行った ▶ ③

○両立支援研修を実施し、初めて育児休業取得者がでた ▶ ④

次の制度の利用者が出たとき

○正社員への転換制度 ▶ ①

○正社員と共通の処遇制度、教育訓練 ▶ ②、③

○短時間正社員制度 ▶ ④

○健康診断制度 ▶ ⑤

パートタイム労働者や有期契約労働者の雇用管理の
改善に取り組むとき



「両立支援助成金」の概要と支給額

企業規模 制度利用者１人目 制度利用者２人目以降（１人当たり）☆

100人以下企業 40万円 15万円

101人以上企業 30万円 10万円

② 代替要員確保コース

以下に当てはまる場合に支給。

○育児休業を終了した労働者を、原職または原職相当職
に復帰させる旨の取り扱いを就業規則などに規定
○休業取得者の代替要員を確保
○休業取得者を原職または原職相当職に復帰させた
など

支給対象労働者１人当たり 15万円

③ 休業中能力アップコース

育児休業または介護休業取得者を円滑に職場復帰さ
せることを目的として、次のいずれか1つ以上の職場
復帰プログラムを実施した場合に支給。
①在宅講習 ②職場環境適応講習 ③職場復帰直前
講習 ④職場復帰直後講習

支給限度額 21万円

④ｰⅠ 継続就業支援コース

以下に当てはまる場合に支給。

○育児休業取得者を原職または原職相当職に復帰さ
せ、１年以上継続して雇用

○両立を支援する制度の内容の理解や利用促進のた
めの職場研修を実施 など

育児休業取得者 支給額

１人目 40万円

２人目から５人目まで 15万円

④ｰⅡ 中小企業子育て支援助成金

平成18年４月１日以後に初めて育児休業取得者が出た
場合で、休業取得者が復職後１年以上継続して勤務した
など、一定の要件を満たした場合に支給。

育児休業取得者 支給額

１人目 70万円

２人目から５人目まで 50万円

300人以下企業

100人以下企業

300人以下企業 または 構成企業の過半数が300人以下企業の事業主団体

☆平成23年10月１日以後に初めて育児休業を終了した労働者が
出た場合に対象となります。

100人以下企業

☆平成23年９月30日までに育児休業を終了した労働者までが対象
となります。

◆企業規模は常時雇用する労働者数で区分します。

◆それぞれ、常時雇用する労働者数で区分した 内の企業が対象になります。

☆１企業当たり５年間、１年度延べ１０人まで。

☆１企業当たり育児・介護それぞれ５年間、１年度延べ２０人まで。

子育て期の労働者が利用できる短時間勤務制度を導入し、利用者が初めて出た場合、事業主に支給。

○子育て期の労働者とは、小学校３年生修了までの子どもを養育する労働者をいい、短時間勤務制度は、少なく
とも小学校就学の始期に達するまで(※)の子を養育する労働者が利用できる制度であることが必要です。

※100人以下企業で、平成24年６月30日までに短時間勤務制度を開始する場合は、取扱いが異なります。

☆５年間、１企業当たり延べ10人まで（100人以下企業は５人まで）

① 子育て期短時間勤務支援助成金



「均衡待遇・正社員化推進奨励金」の概要と支給額

①正社員転換制度

②共通処遇制度

③共通教育訓練制度

④短時間正社員制度

⑤健康診断制度

＊2  職務または職能に応じた３区分以上の格付け区分（主任・係長・課長、 1級・2級・3級など）を設け、その区分に応じた基本給、賞
与などの待遇を定めていること、パートタイム労働者・有期契約労働者の格付け区分が正社員と２区分以上同じであることが必要です。

◆①②③⑤の制度について、中小企業の範囲は、前ページの表のとおりです。

以下の制度が奨励金の対象になります。それぞれの制度は、パートタイム労働者と有期契約労働者の両方、またはどちら

か一方を対象とすることが必要です。

支給対象期間は、制度導入から2年間（短時間正社員制度は５年間）です。

＊1 面接試験や筆記試験など試験の内容が明示されていること、人事評価による選考や推薦など公正な選考過程が設けられていること、
正社員転換時期や転換試験実施時期が明確にされていることが必要です。

＊3  正社員と「共通」または「同等」の教育訓練であることが明示され、教育訓練の内容・時間数などが明確にされていることが必要です。

＊4  １日の所定労働時間、週または月の所定労働時間、週または月の所定労働日数のいずれかを、フルタイムの正社員と比較して一定程度
短縮する制度であることが必要です（ただし、在宅勤務で利用する短時間正社員制度は除きます）。

＊5   健康診断の経費について、雇入時健康診断と定期健康診断については全額、人間ドックと生活習慣病予防検診については半額以上を
事業主が負担することが明確にされており、実際に負担していることが必要です。

Ⅰ 制度導入（対象労働者1人目）

正社員へ転換するための制度（＊1）を導入し、実際に１人以上

転換させた事業主に支給

支給額： １事業主につき

中小企業 40万円 大企業 30万円

Ⅱ 転換促進（対象労働者2人目～10人目）

2人以上正社員に転換させた事業主に対して、対象労働者

10人目まで支給

支給額： 労働者１人につき

中小企業 20万円 大企業 15万円

母子家庭の母等の場合
中小企業：30万円、大企業：25万円

正社員と共通の処遇制度（＊2）を導入し、実際に対象労
働者に適用した事業主に支給

支給額： １事業主につき

中小企業 60万円 大企業 50万円

正社員と共通の教育訓練制度（Off-JTに限る）（＊3）を
導入し、１人につき６時間以上の教育訓練を延べ10人以上
（大企業は30人以上）に実施した事業主に支給

支給額： １事業主につき

中小企業 40万円 大企業 30万円

Ⅰ 制度導入（対象労働者1人目）

短時間正社員制度（＊4）を導入し、実際に1人以上に
適用した事業主に支給

支給額： １事業主につき

中小規模 40万円 大規模 30万円

Ⅱ 定着促進（対象労働者2人目～10人目）

2人以上に適用した事業主に対して、対象労働者10人

目まで支給

支給額： 労働者１人につき

中小規模 20万円 大規模 15万円

母子家庭の母等の場合
中小規模：30万円、大規模：25万円

パートタイム労働者・有期契約労働者に対する健康診断
制度（法令上実施義務のあるものを除く）（＊5）を導入し、
実際に延べ4人以上に実施した事業主に支給

支給額： １事業主につき

中小企業 40万円 大企業 30万円

◆中小規模事業主：常時雇用する労働者が300人を超えない事業主
大規模事業主 ：中小規模事業主以外の事業主



育児・介護休業法のあらまし
― 平成２４年７月１日全面施行－

１ 育児休業制度
労働者(日々雇用される者を除く。以下同じ｡)は、その事業主に申し出ることにより、子が1歳に達する

まで(保育所に入れないなどの一定の要件を満たす場合は子が１歳６か月に達するまで。両親ともに育児休業
を取得する場合は、子が1歳2か月に達するまでの1年間。）育児休業をすることができる。

※ 育児休業については、次のいずれにも該当する有期契約労働者も対象
① 同一の事業所に引き続き雇用された期間が1年以上であること
② 子が1歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが見込まれること（子が1歳に達する日

から1年を経過する日までに雇用関係が終了することが申出時点において明らかである者を除く）

２ 介護休業制度
労働者は、その事業主に申し出ることにより、対象家族1人につき、常時介護を必要とする状態に至るご

とに1回、通算して93日まで、介護休業をすることができる。
※ 介護休業についても１と同様の考え方で有期契約労働者も対象

３ 子の看護休暇制度
小学校入学までの子を養育する労働者は、その事業主に申し出ることにより、小学校就学前の子が1人で

あれば年に5日まで、2人以上であれば年10日まで､病気やけがをした子の看護のためや、子に予防接種また
は健康診断を受けさせるために取得することができる。

４ 介護休暇制度
要介護状態にある対象家族の介護を行う労働者は、その事業主に申し出ることにより、要介護状態にある

対象家族が1人であれば年に5日まで、2人以上であれば年10日まで、介護のために、休暇を取得することが
できる｡

５ 短時間勤務等の措置
事業主は、3歳に満たない子を養育する労働者であって、育児休業をしていないものについて、労働者の

申出に基づく短時間勤務の措置(原則6時間)を講じなければならない(制度を設けることが義務付けられま
す）。また、 事業主は、常時介護を必要とする状態にある対象家族の介護を行う労働者で介護休業をしてい
ないものについて、短時間勤務制度、フレックスタイム制、始業・終業時刻の繰り上げ繰り下げ、介護費用の援助措

置のいずれかの措置を講じなければならない。

６ 所定外労働の免除
事業主は、3歳に満たない子を養育する労働者が請求した場合は、所定労働時間を超えて労働させてはな

らない｡

７ 時間外労働の制限
事業主は、小学校入学までの子を養育し、又は常時介護を必要とする状態にある対象家族の介護を行う労

働者が請求した場合は、1か月24時間、1年150時間を超えて時間外労働をさせてはならない。

８ 深夜業の制限
事業主は、小学校入学までの子を養育し、又は常時介護を必要とする状態にある対象家族の介護を行う労

働者が請求した場合は、深夜において労働させてはならない。

９ 不利益取扱いの禁止
事業主は、労働者が上記1～8の申出をしたこと等を理由として解雇その他不利益な取扱いをしてはなら

ない。（※4～8については、今回の法改正により追加）

10 転勤についての配慮
事業主は、労働者の転勤については、その育児又は介護の状況に配慮しなければならない。

※３～１０については、原則有期契約労働者も対象となります。

就業規則を
見直しましょう。

⇒その他の内容は埼玉労働局ホームページへ http://saitama-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/
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